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禁治産者 8 準禁治産者制度か ら成年後見制度 -
新 井 読
1 . 禁治産宣告 ｡ 準禁治産宣告制度の問題点
現在 の我が国で ､ 痴呆性高齢者､ 知的障害者､ 精神障害者な ど意思能力 に障害を持っ 成年者を保
護する制度として は､ 民法に規定さ れた禁治産宣告､ 準禁治産宣告がある ｡
禁治産宣告は､ ｢心神喪失の常況 に在る+ と判断され る人､ すな わち重度の 痴呆な ど意思能力が常
に な い 状況の 人に ､ 家庭裁判所が禁治産 の宣告をし､ 本人 の 行為能力を奪う こ と に よ っ て 保護をす
るもの で ある｡ 禁治産宣告が され ると後見人が選任さ れ ､ 本人 に 代わ っ て 財産管理や身上保護 を行
う こ と に なる ｡
準禁治産宣告は ｢心神耗弱者+ ま た は ｢浪費者+ と判断され る人に対し ､ 家庭裁判所が準禁治産の
宣告を行い ､ 保佐人が選任され る｡ 重要な財産行為等は保佐人 が 同意 しな い と完全 に有効 と ほ言え
なくな るの である ｡
禁治産制度の後見人も準禁治産制度の保佐人も､ 配偶者が な る こと が原則 で あ り､ 該当が な けれ
ば親族等利害関係人の請求に よ っ て選任され る｡
しか し､ こ の禁治産 ･ 準禁治産宣告は､ 制度上 の問題点が 多い た め に活用件数も少なく ､ 十分機
能して い ない のが実状で ある｡
両制度の 問題点の 第 一 は､ ｢ 心神喪失の常況+ あるい は ｢心神耗弱+ の判定 が困難な こ と で あ る o
同じ判定を めぐ っ て精神科医の 問で も判断が対立す るな ど､ 綻
- した基準が な い の が実状で あるo
ま た､ 医師の 判定方法は減点主義で あり､ 障害を もつ 人た ちの 能力を引き出す ェ ン パ ワ メ ン トの
発想が な い こと も､ 問題で ある ｡
第二 は､ 戸籍 - の 記載が行われる点である｡ 戸籍に は家族の 記載が永く残る こ とか ら､ 戸籍を汚
したくな い と いう家族の意識が強くはた らく｡
第三 は､ 後見人が非常に強い権限を持ち､ 混用が心配さ れる こ と で ある ｡ 後見人 の意 向が強く反
映さ れる仕組みで あり､ 一 度後見人 に選任され る と裁判所の 監督も弱い o そ こ で ､ 親族間の 財産争
い な ど悪しき動機で使われ ると現行の制度は非常に 危険で あり､ 現に そうした事例も少なくな い o
第四 は､ 手続きに多額の 費用や時間がかか る こ とで ある｡ 精神科医へ の鑑定料 は50万円が 相場と
も言わ れる ｡ また､ 申立から結論が出るまで 早くて 六 ケ 月程度､ 場合に より
一 年以上 かか る こ とも
ある ｡
第五 は､ ｢禁治産者+ とい う名称で ある｡ 財産を治める こ とを禁じられた人と い う語感 は､ あまり
に も人権抑圧的で あり､ 名称変更が検討されて よ い ｡
第六は ､ 欠格事由と いう資格制限である ｡ 禁治産宣告を受けると選挙権の 剥奪､ 被選挙権の 剥奪､
国家公務員や 医師に なれない な ど+ 欠格事由が定められてい る o 本人の 保護と言い なが らも ､ 宣告
を受ける こ と は大幅な権利の 剥奪 ･ 制限を意味する ｡
こ の ように ､ 禁治産 ･ 準禁治産宣告制度は､ 元来､ 100年前に民法が制定された当時の 家制度にお
ける財産保護を主たる目的とし たもの と言え る｡ 今の民法は､ 19世紀の産物で あり､ 市民法で ある o
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市民法は取引法で ある ｡ 取引を前提とし て ､ そ の なか で高齢者 ･ 障害者 を保護 し よ う とす る の が禁
治産 ｡ 準禁治産宣告制度で あ声. したが っ て ､ 基本的に は取引 の 安定､ 家産 の 維持と い う考え方が
顕著で ある (串 1)｡ しか しなが ら､ 意思能力に障害が ある人自身に と っ て最 も望ま れ るの は､ できる 限
りの 自立 した生活の支援で ある ｡
こ うした観点からする と ､ 禁治産 ｡ 準禁治産宣告制度はほ と ん ど機能を果たせ ず ､ 活用 も進ん で
い な い の が現状で ある｡
昭和23(1948) 年か ら平成7 (1995) 年ま で の48年間の宣告件数を見る と､ 禁治産宣告が 2万1,767
件､ 準禁治産宣告が9,653件 (いずれ も宣告取消件数を含む､ 司法続計年報より) に すぎな い ｡
本来保護が必要とさ れ る規模 (ニ ー ズ) に 比 べ る と､ 利用率はきわめ て低調 と言える だ ろう｡
2
. 高齢者 ｡ 障害者等 に係る成年後見 ニ ー ズの 高まり
近年､ 我が国 で も高齢者や障害を持っ 人 の権利擁護の 仕組み と し て 成年後見制度が 注目 さ れて い
る ｡ 自治体や関係団体に よる先進的な事例も次第に 増え ､ 国 と し て の 法制度整備 の 動き も進ん で い
る ｡
そ の背景に は ､ 高齢者や障害者の身上保護や 財産保全 ･ 管理 をめ ぐる 問題 の 顕 在化に よ る ､ 成年
後見 ニ - ズ の 高まりが ある. 具体的 に は ､ 次の ような要因を挙げる こ とが で きるだ ろう o
第 一 に ､ 身上保護 を必要とする人の 増加 で ある｡ 高齢社会に お い て は､ 寝た きり や痴呆の 高齢者
が急増する ｡ 2025年に は､ 何らか の 形で 日常生活上 の保護を必要とする人が500万人 を超 え る と言 わ
れ て い る｡ ま た知的障害､ 精神障害､ 身体障害を持っ 人 の 地域生活も広が り を見せ て い る ｡ 少子 ･
高齢社会で は､ い わ ゆ る健常者よりも保護 を要す る人 たちの 存在が ､ よりク ロ ー ズ ア ッ プさ れて く
る｡
第二 に ､ 周民の人権問題 へ の 関心 や､ 権利意識の 高まりが あ げられ る｡ 特に ､ 最近 ､ い く つ か の 知
的障害者施設 で の 権利侵害が大きな問題 に な っ た ｡ 20世紀も終わ ろう とす る こ の 時期に ､ 福祉関係
者に よる利用者の 虐待とい うゆゆ しき事態が 明らか と なり､ こう し た状況 の 改善を求め る意識が 強
ま っ て きて い る ｡
第三 に ､ 保護を要する人 を家族だけで は担い きれず､ 社会全体で 担 わざる を得 な い 状況 に な っ た
こ とで ある｡ 従来は､ 高齢者な どの 介護や身上保護は家庭の 中で ､ と りわけ女性が 担 っ て きた o し
か し､ 女性の社会進出や核家族化が 進む中で ､ 日常的に 保護を必要と する 家族 を家庭内で 支え る こ
と は物理的にも困難に な っ た ｡ 介護保険と同様に ､ 保護を要す る人を社会全体で 担 っ て い こ うと い
う流れが浸透しつ つ ある ｡
3
. 新 しい理念 に基づく諸外国の 成年後見制度の動き
諸外国の 状況を見る と､ 近年､ 新しい 理念 に基づ く成年後見法制定の 動き が活発 で あ る o それ は
(ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン) ( 自己決定権の 尊重) (身上保護の 重視) と い っ た共通点を持っ もの で
ある｡
(ノ ニ マ ライ ゼ ー . シ ョ ン) と は､ 障害を持 っ 人も差別す る こ と な く､ 可能な 限り今ま で と同様の
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生活を保障Lて いくと い う こと で あるo い まま で は能力を剥奪し て の 保護で あ っ た もの を ､ 能力を
奪わずに 支援すると いう考え方で ある｡
( 自己決定権の尊重) とは､ 能力が不足する人で も､ そ の 能力巷 で きる だけ引き出す と い う エ ン
パ ワ メ ン トの 考え方に立脚す るもの である ｡
(身上保護 の重視) と は､ 財産 の保全 だけで はなく､ そ の 人 の 生活支援 ･ 自立支援を重視す る こ
と で ある｡ ク オ リテ ィ ー ･ オ ブ ･ ライ フ (生活の質) の向上を目指す成年後見の 取り組み と言え る ｡
ま た ､ 以上の 基本理念と も深く関係するが ､ ( 任意後見の重視) も注目される方向と言える ｡
成年後見 に は､ 任意後見 と法定後見が ある ｡ 任意後見 は新 しい 考え方で あり､ 意思能力 の ある と
きに 自分の 希望を表明し､ 能力が なくな っ た後も本人 の意向を尊重 し て 支援に当た る と い う方法で
ある｡ これ は事前的な救済､ 事前 の意思表明 (ア ド バ ン ス ･ ダイ レ ク テ ィ プ) と い う考え方に よる
もの である ｡
これま で の法定後見 は､ 事後的な救済であ っ た｡ 本人の能力が なくなり､ 保護を要する状況に な っ
てか ら関係者の申立 に よ っ て後見人が選任さ れた ｡.こ れ は､ パ タ - ナリ ズム に 基づ く救済そ の もの
で あり､ 本人の意向が 尊重さ れる もの と は言え なか っ た ｡
これか らの成年後見 は､ 任意後見と法定後見を車の両輪と し なが ら も､ 任意後見 の 優先的活用 が
重視される方向に ある｡
(1) 任意後見制度に先鞭を付けたイ ギ リス
は じめに 任意後見制度を創設 したの はイ ギリ ス で ､ 1986年の 持続的代理権授与法で あ る ｡ 本人 に
意思能力があるときに代理人 に 代理権を授与し､ 本人 の能力喪失後 は､ 代理人 が本人の 意向を尊重
して支援するもの で ､ 10年間で 2万人が活用した｡ 自己決定権の尊重 を基本と する画期的 な制度で
ある｡
こう した制度の弱点は､ 悪 しき動機をも っ た代理人に よる権限の 濫用で ある が ､ イ ギ リ ス で は裁
判所が代理人の チ ェ ッ クを行う仕組み を取り入れ て い る｡
現行の 法律で は､ 財産管理 へ の 適用だ 捌 こ限定され て い る が ､ 医療､ 福祉､ 介護等 の 身上保護に
まで 拡張しようとい う動きがある｡ 任意後見の 考え方は､ リ ビ ン グウ ィ ル やタ ー ミ ナ ル ケ ア の あり
方にま で結びつ い て くる ｡ 現在､ 議論の 分か れる安楽死を 除き､ 身上保護 に つ い て 適用す る方向で
検討が進ん で おり､ 非常に 先進的な改革が行われよう として い る｡
(2) 世話人支援セ ン タ ー を地域に配置した ドイ ツ
さ らに注目され るの は､ 1992年の ドイ ツ の成年者世話法で ある ｡ こ れ は法定後見制度で あ･るが､
『世話』 の 概念を導入 した点で 非常に画期的で ある ｡
世話と いうの は､ 財産管理 と身上保護とを統合した ような ､ 文字 どおり世話 で あり､ 福祉の 用語
で い うと ころの ケア マ ネ ジメ,
ン トで ある｡ すな わち本人 に と っ て 何が必要か をきちん と評価して ､
必要なもの をそ の人の た めに コ ー デ ィ ネ ー トする こと である ｡
与
こ の 法律は､ ( 自己決定権の尊重) ( 身上保護の 重視) (支援組織 の設立) と い う特徴を持 っ て
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い る ｡ 特に ､ 支援組織 で ある ｢世話人支援 セ ン タ ー + と い う拠点を設置し､ こ こ で相談を受け付け､
必要で あれば後見裁判所が世話人 (後見人) を選任する ｡ 親族が世話人 に な れ な い 場合は ､ 世話人
協会に所属す る有給と ボ ラ ン テ ィ ア の 世話人が これ に当た る仕組み で あ る｡ 親族が 世話人 に な っ た
場合は世話人協会が さま ざまな ノ ウ - ウ を提供し､ 世話人を支援す る ｡ こ う し た組織が ､ 日本の 中
学校区に相当する地域に 一 つ の 割合で設置 されて い る の で ある ｡ こ の よう に ､ 法の 整備だ けで なく
支援組織を確立 した こ とが ドイ ツ の 大きな特徴で ある ｡ 世話人協会 は法律家に よ る支援も得な が ら､
ソ ー シ ャ ル ワ
ー カ ー が担い手で ある点も大きな ポイ ン トと言え ようo
また､ 後見裁判所は､ ｢補充性の 原則+ に よ っ て ､ まず任意後見を優先し､ そ れ が で きな い 場合に
法定後見 を活用する ｡ ま た ｢必要性の原則+ と して ､ 本人 の 活動す べ て を後見 の 対象と す る の で は
なく､ 必要な部分だ けを世話人 に 委ね るもの で ある｡ こ の 二 つ の原則も画期的な もの と言え よう｡
ドイ ツ の成年者世話法に は､ 施行後こ れ ま で に 約80万件の適用 (世話人の選任) があり､ 毎年10%
の割合で 増え て い る｡
こ の ように ､ ドイ ツ の モ デ ル は､ い ま世界で最 も優れ た制度と し て注目され て い る の であ る｡
4. 日本の成年後見制度整備 へ の動き
日本に お い て も､ 法務省に お ける成年後見制度整備の動きが早 ま っ てい る ｡ 平成9 (1997) 年9月
30 日に法務省の 成年後見問題研究会 (座長 ｡ 星野英 一 東京大学名誉教授) の 報告書が 出さ れ た ｡ こ
れ を受けて ､ 法制審議会民法部会に 成年後見小委員会が新た に 設置さ れ ､ 本格的な審議が 進 め られ
た結果､ 平成10(1998) 年4月14 日 に制度整備 の た め の 『要綱試案』 が公表さ れた｡
今後は､ さち に審議を進 め ､ 平成11(199) 年の 通常国会に提出 して ､ 2000年4月1 日 の 施行を目
指す見通 しで ある ｡
こ の よう に制度の 整備 に 向けた検討が急 ピ ッ チ で進 め られて きた背景と し て は ､ 世論の 高ま りや
自治対等の先駆的事例が イ ン パ ク トを与え た こ と に加え､ 介護保険と の 同時施行が 念頭に 置か れ て
い る こ とが大きい ｡ 介護保険と成年後見 と は､ 新た な福祉 シ ス テ ム の 中で車 の両 輪と と らえ ら れて
い るの で ある｡
さて ､ 『要綱試案』 の 特徴の 第 一 は､ 任意後見の 制度を導入 しようと し て い る点で あり ､ 非常に 注
目さ れて い る と こ ろで あ る｡
第二 は､ 法定後見 に つ い て ､ 従来の禁治産､ 準
禁治産とい う二類型 に ､ 補助とい う短型を新た に
加え た こ と で ある｡ こ れは ､ 意思能力の 減退や 喪
失の 程度が低 い人で も該当す る もの に して ､ 欠格
事由もっ けず､ むしろ 一 番活用 しや すい制度に す
る こ とが目的である.｡ 従来の制度は残しつ つ ､ 能
力の 剥奪を伴わなぃ 形態 を新設 した点が大きな ポ
イ ン ト である ｡
･ 第三 は､ .任意後見､ 法定後見 ともに ､ 財産管理
図表⑳任意後見制度の イ メ ー ジ図
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の み な らず､ 身上保護 (医療､ 住居の 確保､ 施設の 入退所等､ 介護 ､ 生活維持､ 教育､ リ - ビ リ等)
を重視して い る点で ある｡
第四 は､ 制度活用 へ の心理的抵抗を除くた めに ､ 戸籍に 代わ る新し い 登録制度の 創設 を検討し て
い る こ とで ある ｡
第五 は､ 後見人あるい は保佐人は従来は自然人 だけが認 め られて い たが ､ た とえ ば社会福祉事業
等を行う法人 で も後見人に なれ る道 を開い た点で ある｡
こ の よう に ､ 『要綱試案』 に は注目す べ き点が多く､ その 意味で は今回の法務省を中心 とする 制度
整備の動向は前向きに評価されて よい ｡
5
. 成年後見法の位置づけ
成年後見法は､ 19世紀型市民法へ の ア ン チ テ - ゼ で あ る . 取引社会の 中に埋没 し て し ま っ た披保
護者の 人権回復が その 主たる目的で あり､ 市民法が志向した取引社会 の 成熟を前提と し て ､ 市民法
と は異 なる理念 に立脚して い るの が成年後見速で ある . こ の 理念 を端的に 示 して い る の が 国連総会
に お い て決議された精神薄弱者の 権利宣言 (1971年12月) お よび障害者の 権利宣言 (1975年12月) で
あり ､ こ れら は1948年の世界人権宣言､ 1966年の 国際人権規約で 諒われ た内容が被保護成年者に つ い
て具体化さ れた もの で ある . 被保護成年者の人権と は自己決定権の尊重 ､ ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン お
よび平等な社会参加の促進 で ある｡ 成年後見法 は これ らの価値が 私法上 の 形式を借 り て表現さ れ た
もの で あり､ 20世紀後半の 世界に おける法思潮が実定法化さ れ た もの で ある ｡ もち ろん 成年後見法
は市民法 として の取引法を全面的に否定するもの で はなく､ 家族法と も相侯 っ て む し ろそ れを補完
する もの であ り､ 21世紀に向けた新しい 法秩序を模索す る試み の - つ と して 位置づ けられ る の で は
なか ろうか ｡ (
* 2 )
【註】
(1) 新井誠 ｢高齢社会の成年後見法+ 自由と正義47巻 7号 (平成8年)25貢｡
(2) 新井誠 『高齢社会の成年後見法』(平成6年､ 有斐閣) 3 - 4貢.
(本稿は､ 法学セ ミ ナ ー 529号に掲載された もの で ある｡)
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(あらい ま こ と)
